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次世代アントレプレナー育成プログラム（EDGE-NEXT） 平成２９年度要求・要望額 ： 700百万円(新規)

事業目的
先行事業であるEDGEプログラム（平成２６～２８年度）の成果や知見を活用しつつ、アントレプレナーを育成・輩出するプログラムへの受講生の拡大
や、実際に起業するロールモデル創出を加速させ、大学等が行う人材育成プログラムを更に発展。これにより、我が国全体の起業活動率の向上、
アントレプレナーシップの醸成を目指し、我が国のベンチャー創出力を強化する。

○取組内容 学生等によるアイディア創出にとどまらず、学生等が実際に
起業まで行える能力を身に付けるプログラムを構築することに意欲的な
大学等の取組を支援。

○支援内容 優れた人材育成プログラムを実施すると見込まれる大学等
を１０程度公募により採択し、高度な人材育成プログラム開発等、エコ
システム構築に資する費用を支援（期間は５年）。近隣大学や民間企
業、海外大学等との連携を条件。民間企業との連携については、受講
生受入れやプロジェクト委託により、民間資金を受入れ、各大学の事業
経費の１割程度をこれにより賄う要件を付すよう検討中。

【実施プログラム（例）】
・民間企業や今後の成長市場で
ある発展途上国等と協働し実課
題の解決、新事業の構想を実
施するプログラム

・他大学とも連携し、学部学生や
企業の若手人材を含めた多くの
受講生に対し、デザイン思考等
のアイデア創出やPBL型の手法
を活用し、創造性涵養を図るプ
ログラム

事業概要背景・必要性

日本
3.7%

台湾
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米国
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イギリス
7.1%

各国の起業活動率

○ベンチャー・チャレンジ2020 （平成28年４月19日 日本経済再生本部決定）【抜粋】
・開業率・廃業率は、社会の基調に対する意識の改革も必要とし、長期的な目標となるため、
今後10年間を見据えた補助指標として、「起業活動指数（「起業家精神に関する調査」に
おいて、「起業者・起業予定者である」との回答を得た割合）を今後10年間で倍増させる。

○新たな「基幹産業の育成」に資するベンチャー企業の創出・育成に向けて
（平成27年12月５日 日本経済団体連合会）【抜粋】
・ベンチャー・エコシステムの構築に向けては、大企業・大学・ベンチャーキャピタルとベン
チャー企業の間で資金・技術・人材の好循環が起こることが重要である。

・大学は知の創出拠点であり、欧米では大学をベンチャー・エコシステムのハブとする地域ク
ラスターが多数存在している。わが国においても、国立大学改革の動きと連動しつつ、大
学をベンチャー企業創出・育成のハブとして確立することが重要である。

○日本再興戦略2016 （平成28年６月２日 閣議決定）【抜粋】
・ベンチャー企業の増加に向けて、起業に挑戦する人材の増加を目指し、人材育成の取り
組みを促進する。

コア機関
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他国に比べ、我が国では
起業意欲が低い

平成25年起業家精神に関する調査（GEM）

近隣大学等 海外大学等

民間企業・ＶＣ等



*平成26年度からの累計

○EDGEプログラムの運営にあたっては、外部有識者委員からなる会議を文科省に設置。毎年、
各大学へのサイトビジットや、意見交換を頻繁に行い、進捗管理。

○EDGEプログラムにより、アントレプレナー人材が増加。起業関心度が高い学生が更なる関心を
寄せ、行動意欲を高めている。

○始動３年目ながら、１億円以上の資本金を集めた企業や学生起業家等が創出されている。
○起業に関して明確に関心を示していない者の受講割合の増加や、実際に起業しようとする者に

よる起業活動数の増加が課題。

グローバルアントレプレナー育成促進事業（ＥＤＧＥプログラム）とは

○取組内容：専門知識や研究開発の素養を持ち、課題探索・解決能力、起業家マインド、事業化志向を身に付けつつベンチャー業界や大企業でイノベーションを創出
する人材の育成プログラムを、海外機関や民間企業等と連携し開発・実施する大学等を支援。受講対象者は、大学院生・ポスドク・若手研究者等。

○採択機関数・補助事業期間： １３大学・平成２６～２８年度

ＥＤＧＥ‐ＮＥＸＴプログラムのポイント（ ， ）

企業との連携強化により実際に起業
できる能力を持った人材育成

アントレプレナーシップ醸成に向けた
大学全体での取組体制の整備

高いアイディア発想力を持った
人材育成

民間企業等との協働によるアイディア
実行法の習得手法の高度化・実践

アイディア発想法習得カリキュラム

学部段階からのマインドセット等を扱う
人材発掘・育成手法の開発・実践

学部学生中心

大学院生・若手研究者中心

大学教育の早い段階からのアントレプレ
ナーシップの醸成による人材育成の拡大

ＥＤＧＥプログラムによるシステム整備が発展

ＥＤＧＥ‐ＮＥＸＴによる集中的支援

ＥＤＧＥ‐ＮＥＸＴによる集中的支援

１ ２

指標 平成27年度 [平成26年度]

全受講者数 2,899名 [1,315名]

外部からの受講者 818 名 [444名]

外部資金獲得額 4,163万円 [1,192万円]

ベンチャー創出数 28件*

ビジネスコンテスト等参加数 100件以上*

実際に起業する人材の育成・輩出とロー
ルモデル創出の大幅加速１

２

「新たな基幹産業の育成」に資するベンチャー企業の創出・育成に向けて （平成27年12月5日 日本経済団体連合会）【抜粋】
■ Ⅱ．ベンチャー・エコシステム構築に向けた基本戦略の確立
２．大企業・大学・ベンチャーキャピタル・ベンチャー企業の連携を支える政策の充実

文部科学省の「グローバルアントレプレナー育成促進事業（EDGEプログラム）」等、起業家人材を育成し、大企業や大学のマインド変革を促す事業が進められてきた。
これらは産業界としても評価しており、継続・拡大が求められる。

ＥＤＧＥプログラムの運営と成果
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地域イノベーション・エコシステム形成プログラム

事業目的
地域の成長に貢献しようとする地域の大学に事業プロデュースチームを創設し、地域の競争力の源泉（コア技術等）を核に、地域内外の人材や技術を取り込み、グロー
バル展開が可能な事業化計画を策定する。その事業化計画に基づき、地域の成長に資するプロジェクトを推進し、地域大学等の技術シーズの事業化を実現する。

平成２９年度概算要求額：5,160百万円

＜地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出における課題＞
（上位２つ）
 応用・実用化研究から商品化が進まない

【64.4％】
 資金の確保が難しい【53.3％】
（文科省アンケート調査より）

研究
特許/論文

開発

新商品開発

ｽｹｰﾙｱｯﾌﾟ開発

製造

生産技術の
改善・量産

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

販売戦略

顧客開拓

マネジ
メント

知財マネ
ジメント

技術
開発者

地域の大学・
研究機関

企業

研究成果を事業化につなげるには、
多くの機能支援と資金が必要

【課題】地域大学単
独でギャップを埋める
のは困難

 事業化資金不足
 ﾈｯﾄﾜｰｸ（ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業との連携）不足
 事業化経験豊富な人材不足

特徴ある研究資源を有する地域の大学において、事業化経験を持つ人材を中心とした事業プロデュースチームを創設。専門
機関を活用し市場・特許分析を踏まえた事業化計画を策定し、大学シーズ等の事業化を目指す。

事業プロデュースチーム
≒地域というﾍﾞﾝﾁｬｰ企業を成長させるためのﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾁｰﾑ

大学等

自治体等

地域
≒成長を目指すベンチャー企業

地方創生を実現する
ための地域の技術シ
ーズ（コア技術等）を
発掘し、最適なプロ
ジェクトポートフォリオ
を形成し事業化を推
進

支援体制の構築

技術
営業

財務・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

地元中小企業等による
商品化（事業化）

戦略ﾊﾟｰﾄﾅｰへの技術
移転（事業部等による
推進）

ベンチャー企業
創出と成長

• 自ら事業化・開発計画等を策定する事業プロデューサーを大学等へ招へい。事業
化に必要な知見をプロジェクトへ還元。

• 地域の競争力の源泉である技術シーズ等（コア技術等）を発掘。
• コア技術等を取り巻く知財・産業構造等を専門機関を活用し、徹底的に分析。社会

的にインパクトがあり、技術の社会への還元が可能な事業ｽﾄﾗｸﾁｬｰを検討できるﾌﾟﾛ
ｼﾞｪｸﾄに厳選し、戦略構築を行う。

• 出口目標を民間資金等の獲得（マネタイズ）ととらえ、マイルストン・出口目標を設定
し、詳細な開発・事業化計画を策定して進捗管理を行う。

• 国の知見、ネットワークも最大限活用しながら選定地域に不足している機能を補完・
還元し、地方創生に資する成功モデルを創出する。

コア技術等

５．（１１）地方創生 「まち・ひと・しごと創生創業戦略」及び「まち・ひと・しごと創生基本方
針２０１６」に基づき、ﾛｰｶﾙｱﾍﾞﾉﾐｸｽの推進、（略）、地域特性に即した課題解決を進め、人
口減少と地域経済の縮小を克服する。

推進委員・アドバイサーチーム（及び特許・技術等専門機関を活用）
≒ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾁｰﾑを支えるためのﾊﾝｽﾞｵﾝ支援できる支援ﾁｰﾑ

国
≒ベンチャーを支援する株主

密な連携

地方に特徴ある研究資源があっても、事業化経験・ノウハウが不足しているため、事業化へのつなぎが進まない。

ﾊﾝｽﾞｵﾝ支援

出口(民間資金の獲得)

毎年200程度を目安に、５年間で約1000の先導的な技術開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを支援するｲﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ・ｴｺｼｽﾃﾑを形成し、地域 の優れた技術の発掘と事業化に向けた取組を推進する 。

まち ・ひと ・しごと 創生基本方針2016（平成28年6月2日閣議決定）

ニッポン一億総活躍プラン（平成28年6月2日閣議決定）

支援内容

事業イメージ（平成28年新規4地域⇒平成29年新規29地域 ）

現状と課題

【設備整備費、人件費、
研究開発費 他】

一 般 型：2.0億円×12拠点
ﾆｯﾁﾄｯﾌﾟ型：1.0億円×17拠点

• 先端融合領域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ
創出拠点形成ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ等
の事業化事例、特許・
論文数、民間企業ｺﾐｯﾄ
ﾒﾝﾄ等の有識者委員会等
での検証

• 地域関係事業等の成果
事例、ｱﾝｹｰﾄ調査(毎年)
等に基づく調査検証

• 科学技術・学術審議会
産業連携・地域支援部
会のもとでの議論・報
告書(平成26年8月)

• まち・ひと・しごと創
生基本方針2016等の
閣議決定等に基づく方
針決定(平成28年6月)

• 国は社会的ｲﾝﾊﾟｸﾄの大きい
事業化の開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援
に特化

• 出口目標（民間資金獲得）
の明確化と、民間負担等の
地域負担の徹底

• ﾃﾞｭｰﾃﾞﾘｼﾞｪﾝｽの実施等によ
る審査ﾌﾟﾛｾｽの大幅改善

• ﾊﾝｽﾞｵﾝ支援とﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ淘汰

過去の事業の検証 施策の方向性決定 制度への具体的な落とし込み
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• コア技術等、競合・代替技
術、市場分析（規模・ﾌﾟﾚｰ
ﾔｰ、商流等）について分析

（有識者委員による）審査委員会兼アドバイザー

特許事務所

• 権利化ではなく、事業性の
観点から特許等を分析

• 投資経験及び会社立ち上げ経験者のみで構成。採択後の各地域
の運営・開発会議への参画とハンズオン支援

• 自らのネットワークを活用した人材リクルーティング 等

技術系ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事務所

 審査の段階から、地域の技術ｼｰｽﾞの市場ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ等を分析。採択後も国や専門機関の持つ知見・分析結果等を地域に還元し、成功事例を増やし、政策の費用対効果を高めていく。

知財ﾏﾈ
ｼﾞﾒﾝﾄ

技術
開発者

技術営業

財務・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

地方になく、審査委員、知財専
門機関等が持つ、事業化の知
見・ﾉｳﾊｳを積極的に提供

定常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞにより、常
時評価体制を構築し、年度途
中でのプロジェクトの淘汰なども
実施していく。

各地域の
事業ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽﾁｰﾑ

（基礎）研究

STAGE１
開発

STAGE２
生産技術

STAGE３
量産開始

STAGE４
量産効率化

STAGE５

大学等アカデミア 大企業等

科研費、戦略創造、地
域事業 等

• 真理の追究（基礎研究）
• メカニズム解析・不具合などの

現象の科学的な論証

• 実用化開発、プロトタイピング
• 生産技術開発
• 研究と生産現場の橋渡

大企業等の内部資金
（実用化のための事業費）

ベンチャー企業

②中小・ベンチャー企業等によ
る商品化（事業化）

① 戦略パートナーへの技術移
転（事業部等による推進）

③ベンチャー企業創出と成長

（出口目標） （獲得する資金）

事業の売上とそれに基づく実
施料収入（大学等）

リスクマネー（投資資金）

各プロジェクトコア技術の
フェーズ例

a. 基礎研究等の革新的な成果（特許
等）を踏まえ、

b. ラボレベルの概念実証等がなされ、
c. その事業化に向けて、具体的な引き

合い（ニーズ）がある

本事業で中心となるフェーズ

素材等
の例

マイルストン、出口目
標の定量的設定

 出口目標で次のステージの民間資金の獲得できるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄを実施。ベンチャー創出を出口とするプロジェクトについては、創出前の大学等の研究機関でのチームアップ段階（＝ベンチャーの立ち上げ
前）を支援し、リスクマネーの獲得を目標とする。

審
査
（
詳
細
調
査
）

民間資金
活用

地域ｲﾉﾍﾞｰ
ｼｮﾝ・ｴｺｼｽ
ﾃﾑ形成ﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑ

交付金等
基盤経費

事業化 地域を成長させるための
事業化プロジェクト

Stage 1

Stage 2

Stage 3

• 量産＝大型投資
• 大規模データ取得
• 安定供給／品質保証

支援対象となるプロジェクトの事業化フェーズと出口目標の設定

採
択
地
域
決
定

ピアレビューに加え、知財、産業構造、プレーヤー、商流、想定する
事業ストラクチャー等を知財等専門機関を活用し、徹底的に分析。
社会的インパクトと実現可能性を加味して、国が開発リスクを取る
地域のプロジェクトを厳選する。

キ
ッ
ク
オ
フ
会
議

中
間
評
価
等

国側の審査委
員兼アドバイ

ザー

終
了
評
価

審査時に行った専
門機関による詳細
調査等を踏まえ、
プロジェクトごとに、
個別に費用対効果
を加味して、出口
目標を定量的に設
定する。

本プログラムの事業化に向けた役割

• 支援期間中は、最低2か月に1回程度のハンズオン支援を実施し、
事業化の知見・ノウハウを提供し、プロジェクトの成功確率を上げていく。

• 中間評価だけでなく、定常的なﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞにより、事業途中でも予算の
増減、プロジェクトの淘汰などを実施し、成功への強い動機づけを行う。

事業化開発プロジェクトの事業化に向けて、開発リ
スクをとり、実現化のための民間資金につなげていく。
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